

























われわれが次に議論を進めるのが， 取引コスト ・ アプローチの商品流通研究
への適用可能性である。 取引コスト・ アプローチを中核とする新制度経済学の
研究領域に関しては， 一応の合意が暗黙的に成立している。 しかし， この研究
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1920年代から1940年代にかけて， アメリカ においてT. Veblen, J. R. Commons 
およびW; C. Mitchel iに代表される制度主義学派は， 新制度主義学派と極めて
類似する。 両者の共通点は， オーソドックスな新古典経済学とその基本仮説に
関する批判をする点、に求められる。 この批判は， 方法論 分析kの概念水準並




により与えられる要素の組合せしか論 じず， 企業が直面する組織， 調整， 統制
等の問題を無視するのである。 換言すると， 経済的合理性の追及が第一義的に





(4) Oliver E. Williamson， “Reflections on the New Institutional Economics”， lourηal 
。f InsU tuUonal and Theori Ucal Economics, No. 141, 1985, p. 187. 
(5）荒川祐吉『現代配給理論』昭和35年46～48頁。
(6) Herbert A. Simon, Administrative Behavior, 4th Edition, 1997, pp. 118-120. 





歴史的に新制度経済学は， ドイツの歴史学派や アメリカ の新制度学派にその




















(9) Hubert Gabrie et Jean-Louise Jacquier, La刀ieorie Moderne dθ L’Entreprise: L’Ap­
proche Jnstitutionnelle, 1994, p. 30. 
(10) ibid. ; Herbert A. Simon, op. cit., pp. 250-277. 
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いで財の有利性を生産できない。 完全競争下で， その課業は， 個人の選好する
労働により分割される， と仮定される。





本的概念の崩壊を発生させた。 この結果， 総ての取引は市場取引ではなく， 市
場取引の性質による内部取引は経済領域で再統合されるのである。 ここでの分
析基本単位は取引である。 この取引が， 企業と企業が市場で遭遇す機関 （外部
取引） と個人， 個人の集団， 取引を形成する技術単位 （内部取引） を関連づけ
るのである。 新制度経済学の分析は， 技術的分業段階を示すヨリ後の段階の分
離をするために， 企業の典型的な生産機能に浸透している。 部署聞の中間製品
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Journal of Economic Literature, Vol. 18, March 1980, p. 32. 






ある。 企業の管理活動は， 内部情報の質や管理能力に依存し， 経営管理コスト
を包含すると同時に， 組織成員間の長期的社会関係をも内包する。
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2 - l Coase理論
何故に企業は， 専門化した交換経済で発生するのだろうか。 os) Coaseはまず、
この間いを提起した。 この間いに答えるために， 企業が発生した可能性を検討
することから始めよう。 第一に考えられることは， 企業がそれ自体として生産
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が在在する場合に問題が生 じることを忘れるべきではない。 したがって， この






A述の契約は別のものに代替するわけであるJ 0 (18) 
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かを知らない。 したがって， 提供されるサービスは一般的表現で示され， 詳細
は後日まで延期される」。 （初）また， Coaseは， 「諸資源の管理 （契約の限度内で）
が購入者に依存するようになると， 私が『企業』と呼ぶ関係が得られるであろ
う。 極めて短い契約が不満足な場合に， 企業が出現しやすい。 商品の購入の場
合よりもサービス一一労働一一の場合のほうがヨリ重要であることは明らかだ。
商品の場合， 主な品目が事前に決められていて， 後に決定されるであろう詳細
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この相違は， 方法の必要欠くべからずものとして， 効率的組織の選択を基本的
に決定する領域範囲で， 取り扱われねばならない。 この場合， この相違は付随
的に追加され， 論 じられている。
ところで， 取引には契約を伴なうけれども， ここでは売買契約を扱う（加。 こ
の場合， Coase はしばしば取引の特定類型である注文生産を検討する。 ここで
は， 財ないしサービスは購入者の欲求によって生序．される。 この生産を継続し
ながら， 投機的生産が実施される。 この時， 販売者は匿名市場のために見込み
需用を予測して生産する。 この選択には問題がある。 注文生産は， 通常のもの
でない取引コストを含み 投機的生産を無視する契約化問題を提起しやすいか
らだ。 前者しか正当化しないしまた削除されないが， 注文生産は， Coaseの分析
が自由に仮定しない以上に， 企業よりも市場を選好するのである。









































(29) Gabrie et Jacquier, op. dt., pp. 75-87に基づいて論述した。
- 356 (544) -
